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1. 研究の目的・概要 

脱温暖化社会実現のためには、地域社会において再生可能エネルギー導入や省エネ活動を推進する担い手の育

成が不可欠である。本研究では単一の専門性や事例知識に留まらない、導入現場のノウハウと正確で俯瞰的な知

見を持つ、実践的な人材の育成に主眼を置いた研修プログラムを策定・実施する。さらに研修の試行分析を通し

て、再エネ実装のための人材育成システム、およびそれを活用する基盤となる社会の在り方について提案を行う。 

 

2. 本年度の研究開発、成果 

下記 3つの拠点を設定し、具体的な活動実施と並行して人材育成を進めた。 

拠点①【大都市の影響力を活用したモデル構築】 

新宿区役所、市民NPO、早稲田大学の連携体制のもと、市民一般向けの講座「地域連携

協働サロン」を企画し、計9回実施した。地域のキーパーソンを講師として招き、講師陣

ネットワークを構築するとともに育成対象者の発掘を行った。 

拠点②【地域―都市連携による再生可能エネルギー実装化の検証】 

大規模な再生エネルギー導入のポテンシャルがある具体的フィールド（福島県いわき市、北海道ニセコ町、

富山県南砺市、徳島県、宮崎県大崎市）において、地域住民のリーダークラス及び市長・市幹部クラス、事

業者、金融業者等に対しワークショップを開催した。 

収集した現地調査、総務省「緑の分権計画」推進事業、経産省が主管する一連の新エネルギー導入支援事

業、農水省、林野庁、NEDO事業など250件に対し、再生可能エネルギーに関する人材育成例の分析を行った。

それらの結果を踏まえて、効果的なカリキュラムを策定し、研修企画案を作成した。 

拠点③【環境/CSRマネジメントリーダーの育成プログラム開発】 

4社を対象に「企業内CSRオーガナイザ」の育成プログラム、長野県栄村にて「地域（復

興）コーディネータ」育成プログラムを行った。また、木島平村（長野県）、愛別町（北

海道）、会津坂下町（福島県）に活動展開のネットワークを構築し、高校生CSRファンレタ

ープロジェクト、CSR地方議員ネットワークプロジェクトなどを実施した。 

 

3. 次年度の研究計画 

震災により喫緊の課題となったエネルギー政策の変革を見据え、主要拠点を下図のように設定した。今まで

活動を展開してきた全国の関連地域において得られた成果・知識・人材を共有しつつ連携しながら、主要な人材

育成活動を現場で実践し成果を集約していく。 

研究題目 地域再生型循環エネルギー実装のための広域公共人材育成・活用システムの形成に

関する研究 
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